【要旨】　取締役会の「監督」機能の再定義

1． 監査役設置会社の取締役会の意思決定機能と監督機能は、従来の考え方では両立しない。これは、監督機能の理解が誤っているからである。

2． 経営の監督とは、経営のPDCAの「C」「A」、すなわち「経営実績と経営課題の共有・評価及び業務計画改善の検討」である。
監督機能は株式会社に普遍的に存在するものであって、非取締役会設置会社においては取締役の合議により行われている。取締役会の監督機能はこれを取締役会に吸収したものである。

3． 取締役会はPDCAの「P」「C」「A」を担い、取締役は「D」を担う。取締役・取締役会は、客観的存在や対立する牽制関係にはなく、「一体となって経営のPDCAを担う経営組織」である。取締役会にとって、自己評価は必須の要素であり、客観性は必須ではない。


4． 経営を牽制するのは監査役である。「監督」も「監査」も「モニタリング」と言い換えることができるが、「監督」は経営サイクルの一部を構成するもの、「監査」は経営を牽制するもの、として本質的に相違する。

5． 委員会設置会社の取締役会は、非取締役会設置会社の株主総会の役割を持っており、経営を外部から評価する存在であり、経営機関である監査役会設置会社の取締役会とは本質的に異なる。モニタリングモデルを監査役会設置会社に適用するのは不適切である。

以上

